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決議Ⅶ決議Ⅶ決議Ⅶ決議Ⅶ....16161616    ラムサール条約とラムサール条約とラムサール条約とラムサール条約と影響評価影響評価影響評価影響評価：戦略・環境・社会的影響評価：戦略・環境・社会的影響評価：戦略・環境・社会的影響評価：戦略・環境・社会的影響評価    
 
 
1. 締約国は「その領域内にあり、かつ、登録簿に掲げられている湿地の生態学的特徴が技術の
発達、汚染その他の人為的干渉の結果、既に変化しており、変化しつつあり、又は変化する
おそれがある場合には、これらの変化に関する情報をできる限り早期に入手することができ
るような措置をとる」と定めるラムサール条約の条文第 3 条 2、そして締約国は「登録簿に
掲げられている湿地の保全を促進し及びその領域内の湿地をできる限り適正に利用すること
を促進するため、計画を作成し、実施する」と規定した条約第 3条 1を想起し、 

 
2. さらに「明白かつ公に透明なやり方で、湿地に関する環境への配慮を、計画策定時の決定に
取り入れるように締約国に求める」とした勧告 6.2 を想起し、 

 
3. 「1997-2002 年戦略計画」の行動 2.5.1 が、「第 7回締約国会議の分科会に向け、環境影響評
価のためのガイドラインの検討結果と、現在行われている環境影響評価の最良の実践例を準
備し、賢明な利用の追加手引きの内容を拡大する」と述べていることを意識し、 

 
4. また、「1997-2002 年戦略計画」の行動 2.5.4 が、「開発案件あるいは土地利用・水資源利用
の変更による影響を評価する時には、(県や地方レベル、並びに集水域あるいは沿岸域のレベ
ルでの)統合的環境管理や戦略的環境影響評価を考慮する」よう締約国に要請していることも
意識し、 

 
5. 「環境計画策定のために、湿地の恩恵と機能の経済評価を提供する」ことを締約国に要請し
た「1997-2002 年戦略計画」の実施目標 2.4、及び「湿地保全の必要性と利益についての各国
及び国際レベルでの認識を高めるために、湿地のすべての経済的価値が特定され、測定され、
報告されることがきわめて重要である」とする勧告 6.10 を認識し、 

 
6. ラムサール条約の目標を達成するために締約国が行っている取組を支援する際に、特に登録
湿地の管理と賢明な利用原則の実施に関して、影響評価と経済評価が重要な手段としての役
割を果たすことを再確認し、 

 
7. 影響評価と経済評価の問題が、ラムサール条約と生物多様性条約の間の共同作業計画の要素
を構成する(決議Ⅶ.4)こと、またこのことが生物多様性条約第 4 回締約国会議の決定Ⅳ/15
によって承認されていることを、承認するとともに留意し、 

 
8. また、影響評価と悪影響を最小にとどめることに関する生物多様性条約の決定Ⅳ/10c が、こ
の問題について、生物多様性条約、ラムサール条約、移動性野生動物種の保全に関する条約(ボ
ン条約)、国際影響評価学会、ＩＵＣＮ(国際自然保護連合)の間の協力を明確に奨励している
ことについても承認するとともに留意し、 

 
9. 本締約国会議の分科会Ⅳで発表された「ラムサール条約と影響評価」に関する報告、中でも
その政策、計画、プログラム、事業実施の各レベルでの影響評価に対する総合的取組に関す
る助言について特に考慮した上で、 

 
締約国会議は、 
 
10. 締約国に対し、ラムサール条約登録湿地リストに掲げられた湿地の生態学的特徴を変化させ
うる、あるいは領域内の他の湿地に悪影響を及ぼすおそれのある、事業、計画、プログラム、
政策のすべてが、厳格な影響評価の手続きを必ず経るようにし、またそのような手続きが政
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策的、法的、制度的、組織的措置の下で正式なものとなるように、一層の努力を行うことを
求める。 

 
11. 湿地生態系がもたらす多くの機能、価値、恩恵の観点から、そういった環境上の価値、経済
的価値、広い意味での社会的価値が政策決定や管理過程において含まれるようにするため、
影響評価の手続きにおいて湿地生態系の真の価値が特定されることを締約国に対して奨励す
る。 

 
12. さらに、「湿地の管理への地域社会及び先住民の参加を確立し強化するためのガイドライン」
(決議Ⅶ.8)により奨励されているように、湿地に関する影響評価の過程において、地域の利
害関係者が含まれるよう透明かつ参加型のやり方で行われることを、締約国に対し奨励する。 

 
13. また、登録湿地について、進行中のモニタリングと影響評価の一部として、「湿地モニタリン
グ計画を企画するための枠組み」(決議Ⅵ.1)及び「湿地リスク評価の枠組み」(決議Ⅶ.10)
を適用するよう、締約国に対し奨励する。 

 
14. さらに、複数の国にまたがる湿地や河川流域を有する締約国に対して、「河川流域管理に湿地
の保全と賢明な利用を組み込むためのガイドライン」(決議Ⅶ.18)及び「ラムサール条約の下
での国際協力のためのガイドライン」(決議Ⅶ.19)で奨励されているように、その影響評価に
は近隣諸国との協力による取組を目指すよう求める。 

 
15. 湿地生態系の保全と賢明な利用のための奨励措置を計画し実施する手段として、影響評価を
利用することを促進するために、生物多様性条約や移動性野生動物種の保全に関する条約(ボ
ン条約)の事務局、そしてＯＥＣＤ（経済協力開発機構）、国際影響評価学会、ＩＵＣＮ（国
際自然保護連合）等の関連する協力機関との業務を、引き続き進めるようにラムサール条約
事務局に対し求める。 

 
16. さらに、これまでの 3年間に高い優先度を与えられていた事項(勧告 6.2 及び 6.10)にしたが
って、湿地の環境影響評価及び経済評価に関する既存のガイドラインや情報を再検討するた
めに、科学技術検討委員会とラムサール条約事務局に対し、生物多様性条約や他の関連条約
の類似組織及び専門家機関と共同作業を行うことを求める。これは、賢明な利用原則を適用
する手段として、また環境影響評価や経済評価の利用を検討する手段として、インターネッ
ト上で提供することができる。 
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